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論 文 内 容 要 旨
1.問 題 の 所在
・60年代 に み られ た農 業 経 営 振 興 策 や 農 業 構 造 改 善事 業 は
、機 械 導 入 や 新 作 目、
新 品種 の導 入 を経 営 振 興 の第 一 の課 題 とす るな ど、経 営要 素重 視 の考 え に も とつ
いて進 ん だ。 しか し、 そ の振 興 策 は必 ず しも う ま く機 能 した とは い えず 、 物 中心
の考 え は個 性 を も った経 営 に は な じま な い とす る批 判 を生 ん で い る。 そ の た め 、
近 年 で は個 々の 経 営 の個 性 を生 か す為 に、経 営 の 主体 を い か に大 事 に す る かが 課
題 とな って きて い る。 それ は、 農 民 を 、 単 な る労 動 力 と して み るので は な く、 独
自の 動機 を もつ 主 体 と してみ 、 そ の主 体 展 開 の仕 方 を明 らか にす る必 要 が あ る こ
とを物 語 る もの で あ り、 経 営 学 が 主 体 の学 問 とい われ る所 以 の と ころ で あ る。
2.課 題
'本稿の課題は
、以上の ような問題状況 をふ まえ①農業経営 における主体展開の
全過程 を明 らか に しつつ、②主体展 開の場 と して農業経営組 織 の構 造 を確 定 し、
③その具体的活動 としての経営組織の管理 ・運営方式を明 らか にす ることにある。
その場 合、主体 の行為 を当面個 々の 自由意思(動 機)に も とつ く意思決定 とそ
の経済行為 と し、主体 の現実 的形態 を、経営、労働及 び生産 手段の所有の三っの
機能を担 う農民 と し、又、対 象 とす る経営組織を、複数 の主体 の参加 によって形
成 され る組織(家 族経営、生産組 織 、共 同経 営 を含 む)に 限定 しな が ら考 察す
ることにす る。
3.経 営 組織の構造
本稿で は、北総畑作 台地 の一集 落26戸 の経営活動 を もとに図1の よ うな経 営組
織の構造 を推論 した。
経営組織を図1の ような労働力組織 を媒介 と した二重構造 として理解す る含意 は次
の三点 にあ る。第一 に、農業経営学の共通理解 とな って いる作 目組織 と しての経
営組織 も、 まず人 的配置 と しての労働力組織 を考え る中で明 らか にな る事、第二
に、その ことによ って一般経営学の労働力組織 を中核 とす る経営組織規定が農業
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経営組 織 に も あ て は ま る と い う事 。 第 三 に農 民 の 主体 展 開 の メ カ ニ ズ ムが労 働 力
組織 を媒 介 とす る こ と に よ っ て よ く理 解 で き る ので は な い か とい う事 で あ る。
4,主 体 の展開過程
そこで地 域複合化 と して経営活動を展 開 して いる事例 を もとに、経営組織 の構
造と主体展 開の全過程 に考察 を加え た。
そこで は、主体が経営 目標 を設定す ることによ っては じめて経 営活動 が可能 と
なり、経営 目標 の設定 は主体展開の端緒 と して重要で あ った。
ただ、一 口に経営 目標 とい って もその内容 には差 があ り、農業経営学 では論争
のたえない と ころ とな ってい る。 ここで は 「農業労働力の経済 的自立」が経 営 目
標 とな ってお り、 その内容 は1日 当 り農外均衡所得 と年間就業 日数 の確保 とか ら
構成され る年間総所得 の確保 とい うことだ った。
さらに一担経営 目標が定め られ るとそれを実現す るための方策が考えられ ることに
なる。最 初 に とられ た行 為が労 働力組織 に対す る配慮 であ り、経営 目標 の多様性
に応 じて多 様 に考 え られ ることにな った。 こうして労働力組織 が形 成 され る と、
次 にとられ る行動 はそれ にみあ った経営組織 を形成す る事で ある。 そこでは年間
就業を確保 す るのに適 した作 目 と規模 の設定及 び作 目の組み合せ等が考慮 され る
事 にな る。
すなわち、主体 の展開過程 は、経営 目標 の設定→労働力組織の形成→経営組織
の形成 とい う手順 と脈絡で考え られ る経営 目標 の実現体系 であ り、同時に組 織の
形成過程で もあ る。 こうした組織 の形成行為は、主体 と しての農民の働 ぎか けに
よ って可能 とな った もので あ り、 いわば私 経 済的契 機 か らの技 術的 契機 へ の働
きかけを示す ものであ る。 そ して、 こうした事例 をみて いる限 り、経営 目標 を設
定 した主 体が作 目選択 ・土地利用方式 とい った技術的側面 を労働 力組織 を媒介 と
して管理運営す る構造 を もつ図1の 組織仮説 は妥 当性 を もった もののよ うに思 え
る。
ただ、図1で は、労働力組織 が経営組織 に包摂 され るとい う構造 にあ るが、 主
体の機能 を対 象 とす る場 合には、たとえば労働力組織 での判 断はそのまま経営組
織での判断 で もあ るとい うことで、両者 の組織 はイ コール と考 えて さ しつかえな
い。そのため経営 組織 目標は又同時 に労働力組織 目標で もあ りえ る。 そこで本稿
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では以下 この経営 目標 を単 に組 織 目標 と して検討を続け る。
5.組 織 の管理 ・運営方式
主体展開 の端 緒 と した組織 目標 は、 先 の分 析で は主体 の動機(個 人 目標)が
スムーズに組織 目標へ転化す る もの としてみて きた。 しか しあ らためて経営組織
や労働 力組織を考えて みる と、 それ を構 成 す るの は一 人一 人意 思 を もった主 体
であ り独 自の動機 をもった個人で あ る。 そ の為一般 的 には農 民 一人 一人 の個 人
目標 と彼等 によ って作 られ る組 織の組織 目標 とが常 に一致す る とい う条件下 には
ない。 たとえば、米山町の事例 では若 い後継者 が経 営の発 展を考えて経 営要素 の
流動的利用 の可能 な共 同経営へ の参加 を考 え たが、 その ことは家産 保持 とい う
もう一 っの目標 を持 っ家族経営組織 の 目標 と相 入れない もの とな り、後 継者 の個
人 目標 は受 け入れ られ ない もの とな って しま った。 こう した組織 コ ンフ リク トは
今 日の家族経営 にはよ くみ られ 、個人 が組織 の手段 とな って しまい、個人 目標が
実 現 しえな くな った状態 を示 して い る。 しか し逆 に組織 目標 が 充分 に個 人 の 目
標に対応 して い るとき個人 の協 働意欲 もうまれ組織 目標の達成度 も高 くなる。 し
たが って、組織の管理運営には、 この個 人 目標 と組織 目標 との調整が重要 とな る。
そのメカニズムを米 山町の共 同経営を例 にとりなが ら検討 し図2の よ うに示 して
みた。
図2の 示す 内容 は次 の ような もので ある。個人 は自 らの 目標を達成 す る為に組
織に貢献 を与 え る。 しか しその貢献は組織が与 える誘因 によ って 引きだされ、個
人はその誘因を他 の組織 がひ きだす誘因 と比較す るこ とによ って、 自 らの個人 目
標を達成 しうるか どうか判断 し特定の組織 に自 らの貢献 を与 え ることにな る。 し
か し、そ うした誘因は基本的には組織 目標 の達成度(有 効性)に よ って与 え られ
るもので あ り、個人 の貢献意欲 も個人 目標の達成度(能 率)に よ って与 え られ る
ものであ る。
ちなみに、事例にとった経営組織が個人 に与えた誘因 には次 のよ うな ものがあ っ
た。①農業 内年間就業 とそれにみ あ う年間所得 の確保 とい う物質的条件、②一っ
の経営 を自分達 が動 かす とい う綿織 の意思決定 に参加す る とい う条件、③経営 に
参加 す るこ とによ って得 られ る財務、市場情報 、作業管理等 の自分 自身の経営者
能力の確 保、④産地形 成や、大型機械の駆使 によ り生産力的優位 を保 ち、外部環
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境に働 きか けるとい う条件、⑤ 皆で働いて楽 しい とか人づ きあいの点で丸 くな っ
たなどの社会的結 合上 の魅力、⑥集落や町 の中で一定 の役割 を担 うよ うにな って'
きた とい う社会的条件等 々であ り、一 口で いえば、組織 に参加 す ることによ って
個人個人が経済的 自立 だ けで な く、 自 らの社会的人格 的自立 を も達成 させて きて
いることにある。 こう した誘 因によ って組織 は構成員の貢献 を得、主要 組織 目標
を達成 させていたのだ った。
6.結 論
以上 本稿 では次 の諸点 の ような結論をえ た。
1)主 体展 開の全過程 は、経営組織 目標の実 現過程で あ り、 同時 に組 織 化過 程
で もある。それは、(個 人動機 に もとつ く個人 目標 の設定)→(経 営 目標 へ の転
化)→(労 働力組織の形成)→(経 営組織 の形成)と い う脈絡 にあ る。
2)そ の脈絡は、いわば労働力組織 を媒介 と した私経済的契機 か ら技術 的 契機
への働 きかけを示す ものであ り、主体展 開の場 としての経営組織の構造 は労働力
組織を中核 と して設定 され うるものであ る。
3)主 体'展開 の過程で は(経 営)組 織 目標 の実現 のために も組織 の管理 ・運営
を必要 とす るが、それは個人 目標 と組織 目標の調整を本質的内容 と し、 ここでは



















(個 人 目標 の
達成 度)
図2組 織 の 管 理 ・運営 の メ カ ニ ズ ム
一111一
審 査 結 果 の 要 旨
わが国の農業経営学は主として ドイツより輸入され,Th凸nen,Aereboe,Brinkmalm等,
ドイッ東部のユンカー(地 主)経 営をその出発点と していた。 したがってその目標は最高の土地
純収益(地 代)を あげることにあ り,そ のために農業経営組織も土地利用方式=作 目組織 と考え
られ,土 地,作 物,家 畜,肥 料,機 械等,物 的経営要素の組合わせの検討が理論的研究の中心を
なし,人 間労働;経 営主体に関する検討はなおざりにされてきた。
わが国においては,農 業は水田を主体にす る家族経営で,西 欧のそれとは事情がちがうが戦前
は高率地代の もと最:大の反収をあげるため,無 償の家族労働を極限まで多投する 「家族労作経営」
であったため,人 間労働主体に関する認識は低く,物 的要素重視の ドイッ経営学が容易に受け入
れ られたものと思われる。
著者は昭和35年 以降,圃 場整備,大 型施設,機 械導入による主産地形成等の各種農業経営振興
方策が必ず しも成功 しなか ったのも上述の物中心の農業経営理論に欠陥があること,そ してとく




経営目標,例 えば 「農外収入と均衡する農業所得 と年間完全農業就業の確保」を設定し,こ の目
標達成のために各経営主体の個別条件,例 えば家族構成,生 活 目標,農 外就業状況,農 業資産保
有状況等を勘案 して一つの労働力組織一 家族内あるいは家族間分業,協 業,機 械利用組織等 一
を形成 し,こ れが先述の作目組織を包含 して一つの農業経営組織 となることおよび主体条件の展
開が農業経営発展の要 となることを明かにした。
著者は綿密な実証分析と一般経営学管理論の援用でこのプロセスを徹底的に追求 し,農 業経営
学の理論的水準の向上と農業経営実地指導面 に大きな貢献をな した。この業績に対して農学博士
の学位を授与するに値するものと判定 した。
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